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○和泉市庁議等会議規程 

昭和４３年５月１１日 

訓令第６号 

改正 昭和４５年３月３１日訓令第１号 

平成４年４月２８日訓令第７号 

平成４年９月２８日訓令第１１号 

平成８年３月２９日訓令第６号 

平成１３年１０月３０日訓令第７号 

平成１８年５月１日訓令第７号 

平成１９年３月１４日訓令第２号 

平成２２年９月１７日訓令第１０号 

平成２３年３月２９日訓令第１号 

平成２５年３月２８日訓令第２号 

（設置） 

第１条 市の行政一般について、その基本方針を策定するとともに、各機関相互間の総合調整を行うことにより効率的、かつ、円滑な行政

運営を図るため、次の会議を置く。 

(１) 庁議 

(２) 部長会議 
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(３) 部内会議 

(４) 課内会議 

（平４訓令７・一部改正） 

（定義） 

第２条 各会議の定義は、次のとおりとする。 

(１) 庁議 市の最高意思決定審議機関として、政策の立案審議決定機関とする。 

(２) 部長会議 各部長間の情報連絡、部間調整及び連絡伝達機関とする。 

(３) 部内会議 部内の連絡調整機関とする。 

(４) 課内会議 課内の連絡調整機関とする。 

（平４訓令７・一部改正） 

（主宰） 

第３条 各会議の主宰は、次のとおりとする。 

(１) 庁議は、市長が主宰する。 

(２) 部長会議は、副市長が主宰する。 

(３) 部内会議は、部長が主宰する。 

(４) 課内会議は、課長が主宰する。 

２ 主宰者に事故があるときは、主宰者があらかじめ指名したものが代行する。 

（昭４５訓令１・平４訓令７・平１９訓令２・一部改正） 
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（構成） 

第４条 各会議の構成員は、次のとおりとする。 

(１) 庁議 

ア 市長 

イ 副市長 

ウ 教育長 

エ 市長が指名するもの 

(２) 部長会議 

ア 市長 

イ 副市長 

ウ 参与及び部長（行政委員会総合事務局長、議会事務局長及び教育次長を含む。以下同じ。） 

エ 副市長が指名するもの 

(３) 部内会議 

ア 部長、担当監、理事及び次長 

イ 課長、総括参事及び参事 

ウ 課長補佐、総括主幹及び主幹 

エ 部長が指名するもの 

(４) 課内会議 
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ア 課長、総括参事及び参事 

イ 課長補佐、総括主幹及び主幹 

ウ 係長、総括主査及び主査 

エ 課長が指名するもの 

（昭４５訓令１・平４訓令７・平４訓令１１・平８訓令６・平１３訓令７・平１８訓令７・平１９訓令２・平２２訓令１０・平２

３訓令１・平２５訓令２・一部改正） 

（開催日） 

第５条 庁議、部長会議、部内会議及び課内会議は、必要の都度開催し、その日程は主宰者が決定する。 

（平４訓令７・全改、平１３訓令７・一部改正） 

（付議手続） 

第６条 会議に付議すべき事案は、関係部局の長又は発議者からその要旨及び資料を添えて、あらかじめ庶務担当者に通知しなければなら

ない。 

２ 庶務担当者は、前項に基づく事案を整理し、会議の主宰者に提出しなければならない。 

（昭４５訓令１・平４訓令７・平１３訓令７・一部改正） 

（庶務） 

第７条 会議の庶務は、次により行う。 

(１) 庁議は、市長の指定した者が行う。 

(２) 部長会議は、副市長の指定した者が行う。 
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(３) 部内会議は、部長の指定した者が行う。 

(４) 課内会議は、課長の指定した者が行う。 

（昭４５訓令１・一部改正、平４訓令７・旧第８条繰上・一部改正、平４訓令１１・平１９訓令２・一部改正） 

附 則 

１ この規程は、令達の日から施行する。 

２ 部課長会議規程（昭和３９年訓令第２号）は廃止する。 

附 則（昭和４５年訓令第１号） 

この規程は、令達の日から施行する。 

附 則（平成４年訓令第７号） 

この訓令は、令達の日から施行する。 

附 則（平成４年訓令第１１号） 

この訓令は、令達の日から施行する。 

附 則（平成８年訓令第６号） 

この訓令は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年訓令第７号） 

この訓令は、令達の日から施行する。 

附 則（平成１８年訓令第７号） 

この訓令は、令達の日から施行する。 



6/6 

附 則（平成１９年訓令第２号） 

１ この訓令は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ 地方自治法の一部を改正する法律（平成１８年法律第５３号）附則第３条第１項の規定により収入役が従前の例により在職する間に限

り、改正前の和泉市庁議等会議規程第４条の規定（収入役に関する部分に限る。）は、なおその効力を有する。 

附 則（平成２２年訓令第１０号） 

この訓令は、令達の日から施行する。 

附 則（平成２３年訓令第１号） 

この訓令は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年訓令第２号） 

この訓令は、平成２５年４月１日から施行する。 

 




